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(百万円未満切捨て)

１．2022年12月期第２四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第２四半期 8,127 15.7 2,084 6.9 2,374 17.4 1,661 13.3

2021年12月期第２四半期 7,024 23.2 1,949 72.0 2,023 79.6 1,466 84.7
(注) 包括利益 2022年12月期第２四半期 2,242百万円( 13.1％) 2021年12月期第２四半期 1,982百万円( 174.6％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第２四半期 87.40 －

2021年12月期第２四半期 77.25 －
　　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第２四半期 27,105 22,778 84.0

2021年12月期 25,305 20,929 82.7
(参考) 自己資本 2022年12月期第２四半期 22,778百万円 2021年12月期 20,929百万円
　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 － 14.00 － 21.00 35.00

2022年12月期 － 20.00

2022年12月期(予想) － 25.00 45.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,000 13.0 4,400 11.7 4,800 16.9 3,400 15.3 178.87
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　 （注）詳細は、添付資料８ページ「四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。
　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期２Ｑ 20,071,093株 2021年12月期 20,071,093株

② 期末自己株式数 2022年12月期２Ｑ 1,060,102株 2021年12月期 1,067,143株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期２Ｑ 19,006,219株 2021年12月期２Ｑ 18,986,195株
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料３ページ
「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご参照ください。
・当社は、2022年８月10日(水)に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。決算説明会資
料は当社ウェブサイトに掲載しております。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間（2022年１月１日～2022年６月30日）における世界経済は、新型コロナウイルス感

染症（以下、「感染症」という）の影響が緩和され、経済社会活動の平常化へ向けた動きが進むなか、オミクロ

ン株の流行再拡大による中国都市封鎖を受けたサプライチェーンの停滞、ロシアによるウクライナ侵攻、資源価

格上昇に伴う原材料コストの増加や金融資本市場の変動等、景況感の下振れリスクに十分留意する必要がありま

す。

エレクトロニクス業界は、パソコンやディスプレイ、タブレットPCの出荷台数は前年同期比で減少したものの、

デジタルトランスフォーメーション（DX）への投資や新しい生活様式への対応等の影響を受け、データセンター

拡充によるサーバー需要により引き続き堅調に推移いたしました。自動車は半導体の供給不足による減産が見ら

れました。世界的な半導体供給不足が続くなかでも、業界全体で積極的な投資は進んでいます。

当社グループの関係市場である電子基板・部品業界は、エレクトロニクス業界の影響を受け、サーバー向けは

堅調に推移し、特に当社と関連が深い半導体を搭載するパッケージ基板において需要が拡大いたしました。

電子基板は、IoT、AI、５G等の技術の広がりを背景に、高密度化や技術革新が進んでおります。これらの関連

市場は引き続き高い成長が見込まれ、注目が集まる移動通信システムは、高速大容量の第５世代（５G）への切り

替え、拡充に向け取り組みがさらに活発化しています。また、次世代データセンターに関係する高性能パッケー

ジ基板向けの生産体制強化に向けた設備投資も進展しております。

このような環境のもと、当社グループは高密度電子基板向け製品の開発、販売に注力いたしました。

前年同期と比較した主要製品の売上動向としましては、半導体を搭載するパッケージ基板向けに高いシェアを

持つ超粗化系密着向上剤「CZシリーズ」は、サーバーの需要やパッケージ基板の大型・多層化により好調な結果

となりました。多層電子基板向け密着向上剤「V-Bondシリーズ」は、自動車の減産はあったもののEV化の促進等

により堅調に推移いたしました。ディスプレイ向け「SFシリーズ」、「EXEシリーズ」は巣ごもり需要の反動や在

庫調整等の影響を受け、関連する電子機器の需要に鈍化がみられ減少しました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は81億27百万円（前年同期比11億３百万円、15.7％増）となり

ました。販売費及び一般管理費は28億34百万円（前年同期比２億99百万円、11.8％増）となり、営業利益は20億

84百万円（前年同期比１億34百万円、6.9％増）、売上高営業利益率は25.6％となり、前年同期の27.8％と比較し

2.2ポイント低下しました。経常利益は23億74百万円（前年同期比３億51百万円、17.4％増）となりました。税金

等調整前四半期純利益は23億74百万円（前年同期比３億58百万円、17.8％増）となり、親会社株主に帰属する四

半期純利益は16億61百万円（前年同期比１億94百万円、13.3％増）となりました。

　売上高の内訳は、薬品売上高は80億32百万円（前年同期比10億99百万円、15.9％増）、機械売上高は54百万円

（前年同期比３百万円、7.4％増）、資材売上高は37百万円（前年同期比０百万円、1.5％減）、その他売上高は

３百万円（前年同期比０百万円、17.9％増）となりました。

　海外売上高比率は61.3％となり、前年同期に比べ4.8ポイント増加しました。なお、日本国内代理店経由で販売

した海外顧客への売上を海外売上高比率に含めた場合は、79.2％（前年同期比3.4ポイント増）となります。

セグメントごとの業績は次のとおりです。

日本では、サーバーに関連する製品が好調に推移し、また、日本代理店経由で販売している韓国向けの売上に

おいては、パソコンやディスプレイの需要動向を受け、関連する当社製品に鈍化傾向がみられたものの、運送関

連ストライキ対策等による当社製品確保の動きがあり、当第２四半期連結累計期間の売上高は32億57百万円(前年

同期比94百万円、3.0％増)、セグメント利益は13億88百万円(前年同期比64百万円、4.8％増)となりました。

台湾では、感染症の影響により顧客における一時的な稼働率低下の影響があったものの、サーバーに関連する

製品が好調に推移いたしました。一方で、ディスプレイに関連する製品が鈍化し、当第２四半期連結累計期間の

売上高は17億44百万円(前年同期比２億84百万円、19.5％増)、セグメント利益は１億94百万円(前年同期比２百万

円、1.2％増)となりました。
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香港（香港、珠海）では、中国都市封鎖の影響を受け、自動車やスマートフォンの生産に鈍化がみられたもの

の、関連する当社製品確保の動きもあり、当第２四半期連結累計期間の売上高は10億62百万円(前年同期比２億

円、23.3％増)、セグメント利益は２億８百万円(前年同期比12百万円、5.5％減)となりました。

中国（蘇州）では、中国都市封鎖による顧客の生産活動に一部影響があったものの、サーバーやスマートフォ

ンに関連する製品が堅調に推移したことや当社製品確保の動きもあり、当第２四半期連結累計期間の売上高は13

億56百万円(前年同期比２億66百万円、24.4％増)、セグメント利益は１億83百万円(前年同期比47百万円、20.4％

減)となりました。

欧州では、感染症の影響が改善するなか、顧客の生産活動は持ち直しの傾向にあり、当第２四半期連結累計期

間の売上高は４億５百万円(前年同期比61百万円、18.0％増)、セグメント利益は50百万円(前年同期比29百万円、

36.6％減)となりました。

タイは、今後拡大する東南アジア市場を深耕するために2017年５月29日に当社６社目の子会社を設立し、2019

年９月から稼働しました。営業活動や日本からタイへの当社製品生産地変更が進んだことや、新規顧客の生産が

立ち上がりつつあり、当第２四半期連結累計期間の売上高は３億円（前年同期比１億95百万円、184.8％増）、セ

グメント利益は51百万円（前年同期は44百万円の損失）となりました。

（２）財政状態に関する説明

資産は、増収による現金及び預金や受取手形及び売掛金の増加等により、前連結会計年度に比べて18億円増加

し、271億５百万円となりました。

負債は、支払手形及び買掛金が増加したものの、未払法人税等や繰延税金負債の減少等により、前連結会計年

度に比べて48百万円減少し、43億27百万円となりました。

純資産は、利益剰余金や為替換算調整勘定の増加等により、前連結会計年度に比べて18億49百万円増加し、227

億78百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は84.0％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社は、本日（2022年８月10日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」において、2022年５月10日に公

表した通期連結業績予想を修正いたしました。本資料に掲載されております予想数値は現時点で入手可能な情報

に基づき判断したものであり、実際の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,152,812 8,671,369

受取手形及び売掛金 4,858,183 5,095,579

電子記録債権 288,325 255,590

商品及び製品 589,951 782,290

仕掛品 223,120 198,041

原材料及び貯蔵品 580,226 654,699

その他 150,840 192,423

貸倒引当金 △3,969 △4,339

流動資産合計 13,839,489 15,845,655

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,714,181 8,021,663

減価償却累計額 △3,143,829 △3,379,357

建物及び構築物（純額） 4,570,352 4,642,306

機械装置及び運搬具 3,181,056 3,355,993

減価償却累計額 △2,381,671 △2,553,807

機械装置及び運搬具（純額） 799,384 802,185

工具、器具及び備品 1,450,055 1,531,135

減価償却累計額 △1,050,503 △1,149,733

工具、器具及び備品（純額） 399,551 381,401

土地 3,008,363 3,086,227

使用権資産 62,753 71,753

減価償却累計額 △20,637 △21,462

使用権資産（純額） 42,115 50,290

建設仮勘定 71,838 36,979

有形固定資産合計 8,891,606 8,999,390

無形固定資産 147,248 137,126

投資その他の資産

投資有価証券 1,303,230 986,798

退職給付に係る資産 956,448 976,402

繰延税金資産 9,354 11,173

その他 157,984 149,115

投資その他の資産合計 2,427,017 2,123,489

固定資産合計 11,465,872 11,260,007

資産合計 25,305,362 27,105,663
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 987,823 1,134,913

電子記録債務 748,762 748,008

未払金 404,291 418,965

未払費用 157,453 166,239

未払法人税等 748,939 645,330

賞与引当金 332,347 312,478

役員賞与引当金 41,760 23,832

設備関係未払金 93,926 71,971

その他 276,061 300,350

流動負債合計 3,791,366 3,822,089

固定負債

繰延税金負債 477,768 388,331

退職給付に係る負債 2,038 3,150

株式報酬引当金 64,487 71,605

その他 40,594 42,122

固定負債合計 584,888 505,210

負債合計 4,376,254 4,327,300

純資産の部

株主資本

資本金 594,142 594,142

資本剰余金 541,273 541,273

利益剰余金 18,996,261 20,254,762

自己株式 △1,141,081 △1,131,292

株主資本合計 18,990,595 20,258,885

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 584,363 296,990

為替換算調整勘定 1,119,580 2,012,078

退職給付に係る調整累計額 234,568 210,407

その他の包括利益累計額合計 1,938,512 2,519,477

純資産合計 20,929,107 22,778,362

負債純資産合計 25,305,362 27,105,663
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 7,024,758 8,127,942

売上原価 2,539,669 3,208,614

売上総利益 4,485,088 4,919,328

販売費及び一般管理費 2,535,570 2,834,935

営業利益 1,949,518 2,084,393

営業外収益

受取利息 14,219 15,199

受取配当金 3,968 4,422

試作品等売却収入 2,758 4,326

投資事業組合運用益 － 3,627

為替差益 47,326 218,653

その他 8,171 46,907

営業外収益合計 76,443 293,136

営業外費用

支払利息 479 334

売上割引 1,992 2,307

その他 397 636

営業外費用合計 2,869 3,279

経常利益 2,023,092 2,374,250

特別利益

固定資産売却益 646 1,067

特別利益合計 646 1,067

特別損失

固定資産除却損 8,680 1,317

特別損失合計 8,680 1,317

税金等調整前四半期純利益 2,015,058 2,374,000

法人税等 548,375 712,817

四半期純利益 1,466,682 1,661,182

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,466,682 1,661,182
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 1,466,682 1,661,182

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 96,233 △287,373

為替換算調整勘定 438,892 892,498

退職給付に係る調整額 △19,589 △24,160

その他の包括利益合計 515,536 580,964

四半期包括利益 1,982,219 2,242,147

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,982,219 2,242,147

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を

計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で当該財

またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、一部の直送取引に係る収益について、従来は、顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しており

ましたが、顧客への財またはサービスの提供における当社の役割（本人または代理人）を判断した結果、総額から

仕入先に対する支払額等を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております

が、期首残高に与える影響はありません。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は15,820千円減少し、売上原価は15,820千円減少しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な

取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりま

せん。

（時価の算定に関する会計基準）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はあり

ません。

　


